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抄録
【目的】防災教材の開発は全国的に進められている一方で，教材評価の方法は自由記載や聞き取り調
査に依存しており，標準化された評価尺度は十分に整備されていない．また，日本社会では日本語を
母語としない者（日本語非母語話者）の増加に伴い，多様な言語背景を持つ対象者にも理解可能な教
材評価の方法が求められている．本研究では，Davis（1989）により提唱された「人が新しい技術や
システムを受け入れ，実際に使用するに至る心理的・認知的プロセスを説明するための理論モデル」，
Technology Acceptance Model（TAM）を理論的枠組みとして，防災教材の受容性を評価する尺度を作
成し，その信頼性および妥当性を検討することを目的とした．
【方法】筆者らが作成した防災教材を試用した者で，研究参加に同意した 106 名を対象に無記名自記
式質問紙調査を実施した．回答形式はWebか紙媒体かを本人に選択してもらった．尺度は，TAMに沿っ
て，「知覚された使いやすさ（PEOU）」，「知覚された有用性（PU）」，「利用に対する態度（AT）」，「利
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用への行動意図（BI）」の4概念から構成した．尺度の項目は，TAMの理論枠組みを基に教育や防災・
減災研究に関する研究者 3名により作成した．さらに，日本語非母語話者にも理解しやすい表現とす
るため，やさしい日本語の専門家 1名により文言を確認した．その後，日本語を理解する外国人 2名
にプレテストを実施し，文言の修正を行った．分析は対象者属性と尺度の得点分布を検討するために
記述統計を行った．さらに内的信頼性の検討のためにCronbach’αを算出した．構造的妥当性につい
ては，共分散構造分析を用いて検討した．
【結果】対象者は女性が65名（61.3％），年齢は20代29名（27.4％），次いで30代27名（25.5％）であっ
た．日本滞在資格は永住者が101名（95.3％）で母国語は日本語97名（91.5％）だった．防災教材評
価尺度の各下位尺度のα係数は0.83～ 0.86，尺度全体では0.95であり，高い内的一貫性が確認された．
TAMに基づく単純構造モデルは，Comparative Fit Index (CFI)=0.96，Tucker-Lewis Index(TLI)=0.94，
Standardized Root Mean Square Residual (SRMR)=0.04と概ね良好な適合度を示した．構造パスの検討
では，PEOUがPUに有意な正の影響を与え，さらにAT，BIに有意に影響していた．一方，PEOUから
ATへの直接的影響は有意ではなかった．
【結論】本研究では，やさしい日本語の考え方を参考に尺度項目を作成することで，日本語母語話者
と非母語話者の双方が回答可能な評価尺度の作成を試みた．本尺度は一定の信頼性および妥当性を示
し，防災教育教材の評価に適応可能な尺度である可能性が示された．

キーワード：防災教材，尺度開発，信頼性，妥当性，技術受容モデル（TAM）

Abstract
Objective: Although disaster-prevention educational materials have been increasingly developed nation-
wide, their evaluation has largely relied on qualitative approaches such as open-ended responses and in-
terviews. Consequently, standardized and theory-based evaluation scales remain insufficiently established. 
This study aimed to develop a scale for evaluating the acceptability of disaster-prevention educational mate-
rials using the Technology Acceptance Model (TAM), proposed by Davis (1989), as a theoretical framework, 
and to examine its reliability and validity.
Methods: An anonymous self-administered questionnaire survey was conducted among 106 individuals 
who had used the disaster-prevention educational materials developed by the authors and provided in-
formed consent. Participants were allowed to choose either a Web-based or paper-based questionnaire 
format. Based on TAM, the scale comprised four constructs: perceived ease of use (PEOU), perceived 
usefulness (PU), attitude toward use (AT), and behavioral intention to use (BI). Scale items were initially 
developed by three researchers specializing in education and disaster-prevention research. The wording 
was subsequently reviewed by a specialist in Easy Japanese to improve clarity and accessibility, particularly 
for individuals whose first language in not Japanese. A pilot test was then conducted with two non-native 
Japanese speakers who had sufficient proficiency in Japanese to understand the items. Revisions were made 
based on feedback obtained during this process. Descriptive statistics were used to examine participant 
characteristics and score distributions. Internal consistency was assessed using Cronbach’s alpha coeffi-
cients, and construct validity was evaluated using structural equation modeling.
Results: Among the participants, 65 were female (61.3%). The largest age group was individuals in their 
20s (27.4%), followed by those in their 30s (25.5%). The majority reported Japanese as their native lan-
guage (91.5%). Cronbach’s alpha coefficients ranged from 0.83 to 0.86 for the subscales, with an overall al-
pha coefficient of 0.95, indicating high internal consistency. The TAM-based structural model demonstrated 
acceptable goodness of fit (Comparative Fit Index (CFI) = 0.96, Tucker-Lewis Index (TLI) = 0.94, Stan-
dardized Root Mean Square Residual (SRMR) = 0.04). Structural path analysis revealed that PEOU had a 
significant positive effects on PU, which in turn affected AT and BI.
Conclusions: The developed scale demonstrated sufficient reliability and construct validity, suggesting that 
it may serve as a useful and theory-based tool for evaluating the acceptability of disaster-prevention educa-
tional materials. This scale has the potential to contribute to more standardized and quantitative evaluations 
in disaster education research.

keywords:  Disaster Preparedness Educational Materials, Scale Development, Reliability, Validity, Technology 
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I．緒言

日本はマグニチュード 6.0 以上の地震の発生回数が世
界的に見ても非常に多く，2011 ～ 2020年に発生した地
震は全世界の17.9％を占めている[1]．このように地震災
害のリスクが高い災害多発国である日本においては，防
災意識の向上や適切な行動変容を促すための防災教材の
開発は国民生活を守る上でも非常に重要であり，成人向
けだけでなく，学童期の子供を対象とする教材も数多く
作成されている．特に，日本語能力や文化的背景の異な
る学習者を含む多様な対象者に対しては，言語に依存し
ない視覚情報を活用した教材の活用が望ましい．図やイ
ラスト，ピクトグラムなどを用いて意味や行動を伝える
教材は，言語能力の違いによる理解の障壁を軽減できる
可能性がある．しかしながら，これらの防災教材が適正
であったかを評価する方法としては，自由記載や聞き取
り調査などの質的手法に依存している場合が多い．質的
手法による防災教材の評価に関して，多方面からの意見
や情報が収集できる反面，分析に多大な労力を要し，研
究ごとに評価方法が異なるため，結果の比較や一般化が
困難であるという課題が指摘されている[2-3]．このため，
防災教材が学習者にとって理解しやすく有用であると知
覚されるかを客観的に評価するための標準化された尺度
の開発が求められている．
技術受容モデル（Technology Acceptance Model：TAM）

とは，情報技術が利用者に受容され，実際に使用される
に至る過程を説明するために，Davis（1989）によって
提唱された理論モデルである．この理論では，人が新し
い技術やシステムを受け入れ，実際に使用するに至る心
理的・認知的プロセスを説明する[4]．TAMはもともと
情報システムの受容行動を説明する理論モデルとして提
唱されたが，近年ではe-learningや学習支援システムな
ど教育分野における学習技術の受容や利用意図を説明す
る枠組みとして広く用いられている[5-6]．本研究ではこ
のような知見を踏まえ，防災教材に対する利用者の評
価および利用意図を測定する理論的枠組みとしてTAM
を採用し，教材評価尺度の項目を作成する．TAMでは
利用者の行動を規定する主要な認知的要因として，「知
覚された使いやすさ（Perceived Ease of Use：PEOU）」，
および，「知覚された有用性（Perceived Usefulness：
PU）」が位置づけられており，これらが「利用に対する
態度（Attitude toward Using：AT）」や「利用への行動意
図（Behavioral Intention to Use：BI）」に影響を及ぼす
ことで，結果として，「実際の利用行動（Actual System 
Use）」を予測するとされている．防災教材が評価され
る場面では，対象者にとって従来使用したことのない新
しい形態の教材であることが前提である．また，災害時
の防災・減災に関する情報を伝達する新たな手段として

教材開発されることが多く，教材使用者の受容の程度を
検討することが重要である．本研究では，防災教材に対
する知覚を，教材の内容が理解しやすく使いやすいと知
覚される程度（PEOU）および有用であると知覚される
程度（PU）として捉える．また，受容性を，防災教材
を使用しようとする態度および意図（AT・BI）として
位置づける．
さらに，日本社会では日本語を母語としない（日本
語非母語話者）外国人住民の増加が続いている．2025
年6月末の在留外国人数は，395万6,619人であり，前年
末比18万7,642人増と，過去最高を更新した．その数は
年々，増加傾向にある．在留資格別にみると，永住者が
全体の 23.6％を占めて最も多い．一方で，滞在理由とし
ては，技能実習（11.4％），留学（11.0％），特定技能（8.5％）
など，一時的な滞在と考えられる在留資格を持つ外国
人も増加している[7]．出身国・地域は約190か国に及び，
多国籍化が進んでいるため，教材を多言語に翻訳して対
応することも限界がある．加えて，2008 年度から日・
インドネシア経済連携協定が，2009 年度から日・フィ
リピン経済連携協定，2014 年度から日・ベトナム経済
協定に基づき，外国人看護師・介護福祉士候補者の受け
入れを実施しており，累計受け入れ人数は 2024 年度に
看護師候補者 1738 名，介護福祉士候補 8302 名に達した
[8]．日本社会においては日本語を母語としない多様な
背景を有する人々が増加しており，言語能力や文化的背
景の違いに配慮した情報伝達や教育手法の整備が求めら
れている．
こうした背景のもと，難しい言葉を言い換えるなど，
相手に配慮したわかりやすい日本語，いわゆるやさしい
日本語の活用が期待されている[9]．やさしい日本語は，
日本語を母語とする者（日本語母語話者）が日本語非母
語話者に対して，日本語で情報を伝えるために意識的に
用いる表現である[10]．やさしい日本語を媒介とするコ
ミュニケーションは，日本語非母語話者に日本語理解へ
の一定の努力を求める一方で，日本語母語話者にも非母
語話者に理解しやすいよう表現を調整することを求める
相互的なコミュニケーションである[11]．このような考
え方に基づけば，尺度項目の表現をやさしい日本語の観
点から整備することで，日本語母語話者と日本語非母語
話者が同一の尺度を用いて回答できる評価ツールの開発
につながる可能性がある．Lakらはエジンバラ産後うつ
病質問票の英語版をやさしい日本語に翻訳しており[12]，
汎用性の高い表現による尺度が開発されれば，その適用
範囲は広がる可能性がある．しかし，このような試みは
依然として少数にとどまっている．
そこで本研究では，TAMを理論的枠組みとして，防
災教材に対する知覚（PEOU・PU）および受容（AT・
BI）を評価する尺度を開発することを目的とする．

Acceptance Model (TAM)
(accepted for publication, May 6, 2026)
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II．方法

1．対象と調査方法
調査対象者は，2025 年 10 月中旬に東海地域で開催さ

れた多文化共生イベントの参加者とした．当該イベント
は自由参加形式で実施され，世界各国の留学生や特定技
能生，技能実習生等，多様な背景を有する参加者が来場
していた．
本研究では，日本語を理解し，日本語による質問紙へ

の回答が可能であると自身で判断した者のうち，研究の
趣旨を理解し，研究参加への同意が得られた者を分析対
象とした．調査は無記名自記式質問紙調査として実施し
た．回答方法は，携帯電話またはタブレット端末から二
次元コードを読み取りWeb上で回答する方法と，紙媒体
による回答の 2通りを用意し，調査対象者が希望する方
法を自由に選択できるよう配慮した．

2．質問内容
1）対象者属性
対象者の属性を把握するために，年代，性別，母国語

などを尋ねた．
2）防災教材評価尺度の開発
本調査は筆者らがオリジナルで作成したワードレスダ

イアグラム（文字や言語による説明を用いず，図・イラ
スト・ピクトグラムなどの視覚情報だけで意味や行動を
伝える表現手法）による防災教材を対象として実施した．
このワードレスダイアグラム[13]は，災害時の行動手順
や注意点などの複雑な情報を段階的な図解によって提示
することで，言語理解に依存せずに情報を伝達すること
を目的とした視覚的コミュニケーション手法である．ま
た，従来のピクトグラムが単一のメッセージを伝えるこ
とを主目的とするのに対し，ワードレスダイアグラムは
避難行動や応急処置などの一連の行動手順や因果関係を
段階的に示すことが可能である．本研究では，このよう
な特徴を有する防災教材に関して，TAMに基づくICT機
器活用に関する尺度[14]を参考に，防災教材評価尺度を
作成した．
各項目について「全然(ぜんぜん)そう思わない(おもわ

ない)（1点）」から「その通り(とおり)だと思う(おもう)（4
点）」までの 4件法リッカート尺度で回答を求めた．本
尺度は，防災・減災教育・研究に関わる研究者 3名によ
り日本語版を作成した．その後，日本語非母語話者にも
理解可能な表現とすることを目的として，やさしい日本
語の専門家 1名が加わり，表現の平易性および理解しや
すさの観点から文言の修正を行った．加えて，語彙レベ
ルを確認するために，読解学習支援システムである「リー
ディング・チュウ太・語彙チェッカー」を使用した[15-
16]．さらに，日本語を解する外国人2名を対象にプレテ
ストを実施し，項目の理解可能性および表現の妥当性を
確認した．その結果を踏まえて文言の調整を行い，尺度
の最終版を作成した．最終版では，すべての漢字にルビ

を付し，日本語非母語話者にとっての理解可能性および
判読性の向上に配慮した．

3．解析方法
対象者の属性については，記述統計を用いて分析した．
尺度各項目の分布特性を把握するため，中央値および四
分位範囲（interquartile range；IQR）を算出した．さらに，
尺度の内的信頼性を確認するためにCronbach’α係数を
算出し，構造的妥当性を検討するために共分散構造分
析を行った．共分散構造分析では，TAMの理論モデル
に基づき，4つの潜在変数（PEOU，PU，AT，BI）を設
定した．各潜在変数は 2項目の観測変数によって測定さ
れ，PEOU（Q1-Q2 ），PU（Q3-Q4 ），AT（Q5-Q6 ），BI
（Q7-Q8）の計 8項目で構成した．分析では，観測変数
と潜在変数の関係を検証する測定モデルを設定した上で，
TAMの理論に基づき，PEOUがPUに影響を与え，PUお
よびPEOUがATに影響を与え，ATがBIに影響を与える
構造モデルを検討した．
本研究で検討したTAMに基づく単純構造モデルは，推
定パラメータ数19，自由度17で構成されている．Bentler 
and Chou（1987）は，構造方程式モデリングにおいて
一律のサンプルサイズ基準は存在しないとしつつも，推
定パラメータ数に対して5～ 10倍程度のサンプルサイズ
を実務的目安として提示している．また，サンプルサイ
ズが限定的な場合には，理論的に明確で単純なモデル構
造を採用することの重要性を指摘している[17]．統計解
析には R（version 4.5.2）を用い，共分散構造分析には 
lavaan パッケージを使用し，推定には最尤法（MLR）を
用いた．有意水準は 5％未満とした．

4．倫理的配慮
本研究は，近畿大学生命理工学部倫理委員会の承認
（Approval No. R6-2-004）を受けて実施した．調査への
参加は自由意思に基づくものであり，参加しない場合で
もいかなる不利益も生じないこと，得られたデータは統
計的に処理され，個人が特定されることはないこと，な
らびに調査票およびデータは厳重に管理することを説明
文書に明記した．さらに，質問があった場合には，携帯
電話から二次元コードを読み取って回答した場合であっ
ても，携帯電話の個人情報や端末情報が研究者に取得さ
れることはないことを口頭で追加説明した．説明文書を
確認した上で，「研究に同意する」にチェックがあった
場合のみを同意取得とみなした．

III．結果

1．回答者の属性
本調査は 106 名から回答を得て，106 名のデータを有
効回答とした（100.0％）．対象者属性としては，女性
が65名（61.3％），年代は20代29名（27.4％）と最も多
く，次いで，30 代 27 名（25.5％）と多かった．母語が
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日本語である者は 97 名（91.5％），日本語以外の者が 9
名（8.5％）だった．

2．防災教材評価尺度の得点と信頼性
各項目の回答分布を検討した結果，すべての項目にお

いて中央値は 3だった．具体的には，「この教材は使い
やすい」「教材の内容はわかりやすい」「教材を使うこと
で災害時の対応が効率的になる」「災害時の対応の質が
上がる」といった有用性・有効性に関する項目において，
いずれも肯定的な評価が示された．
内的信頼性の検討では，各下位尺度におけるCron-

bach’α係数は 0.83 ～ 0.86 の範囲にあり，いずれも十分
に高い値を示した．また，尺度全体のCronbach’α係数
は 0.95 であり，本尺度は非常に高い内的一貫性を有し
ていることが確認された．

3．防災教材評価尺度の妥当性
本尺度の項目は，初めに防災・減災教育に関わる研究
者 3名により作成された．その後，やさしい日本語の専
門家による検討により，平易な表現になるよう文言を修
正し，内容妥当性を確保した．
構成概念妥当性については，TAMの理論モデルを

基に概念の構造を確認した．モデルの適合度指標は，
Comparative Fit Index（CFI） = 0.96（robust CFI = 0.97），
Tucker-Lewis Index（TLI）= 0.94（robust TLI = 0.95），
Standardized Root Mean Square Residual（SRMR） = 0.04 
と概ね良好な値を示した．一方，Root Mean Square Er-
ror of Approximation（RMSEA） は 0.13（robust RMSEA = 
0.116）であり，やや高い値を示した．各潜在変数に対
する観測変数の因子負荷量はいずれも統計的に有意であ
り（p < 0.001），標準化因子負荷量は 0.83～0.92 の範囲
にあった．構造パスの検討では，PEOUからPUへの影響
が有意であった（標準化係数 β = 0.98, p < 0.001）．ま
た，PUはATに有意な正の影響を与えていた（β = 0.88, 
p < 0.001）．さらに，ATはBIに対して有意な正の影響を
示した（β = 1.04, p < 0.001）．一方，PEOUからATへ
の直接パスは統計的に有意ではなかった．共分散構造分
析の結果，内生潜在変数の決定係数（R²）はPUで 0.97，
ATで 0.78 と高い値を示した．

n(%) 

性別 

女性 65(61.3) 

男性 39(36.8) 

どちらでもない 2(1.9) 

年齢 

20 代 29(27.4) 

30 代 27(25.5) 

40 代 20(18.9) 

50 代 20(18.9) 

60 代以上 10(9.4) 

母国語 

日本語 97(91.5) 

日本語以外 9(8.5) 

表1　対象者属性

Median 

(IQR) 
St Cronbach’α 係数 

知覚された使いやすさ（Perceived Ease of Use：PEOU） 

Q1. この 教材
きょうざい

は、使いやすい
つ か い や す い

です。 
3(1) 

0.85 

0.95 

Q2. この 教材
きょうざい

の 内容
ないよう

は、わかりやすいです。 3(1) 

知覚された有用性（Perceived Usefulness：PU） 

Q3. この 教材
きょうざい

を 使う
つ か う

ことで、災害
さいがい

時
じ

の 対応
たいおう

が 効率的
こうりつてき

になります。 
3(1) 

0.86 

Q4. この 教材
きょうざい

によって、災害
さいがい

時
じ

の 対応
たいおう

の 質
し つ

が 上がります
あ が り ま す

。 3(1) 

利用に対する態度（Attitude toward Using：AT） 

Q5. この 教材
きょうざい

を 使う
つ か う

ことは、良い
よ い

ことだと 思います
お も い ま す

。 
3(1) 

0.83 

Q6. この 教材
きょうざい

を 使う
つ か う

のが 好き
す き

です。 3(1) 

利用への行動意図（Behavioral Intention to Use：BI） 

Q7. この 教材
きょうざい

を 使いたい
つ か い た い

です。 
3(1) 

0.86 

Q8. この 教材
きょうざい

を 使う
つ か う

ことは、価値
か ち

があります。 3(1) 

表2　教材評価尺度の信頼性
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IV．考察

1．技術受容モデル（TAM）に基づく防災教材評価尺度
の開発
本研究で対象とした防災教材は，言語に依存しない情

報伝達を目的として作成されたワードレスダイアグラム
形式の教材であり，災害時の行動や注意点を図やイラス
トを中心に示すものである．ワードレスダイアグラムは，
言語理解に依存せず視覚的に情報を伝達することを目的
とした教材形式であり，日本語母語話者と日本語非母語
話者を含む多様な対象者に対して共通の理解を促す可能
性がある．本研究では，このような特徴を有する防災教
材を対象として，利用者が教材をどの程度理解しやすく，
有用であると知覚するか，また教材を利用しようとする
意図をどのように形成するかを評価するため，TAMを
理論的枠組みとした尺度を作成し，その信頼性および構
造的妥当性について検討した．その結果，本尺度は信頼
性および妥当性の両面において，概ね良好な特性を有す
ることが示された．
内的信頼性の検討では，各下位尺度における Cron-

bach’s α は 0.83～0.86 の範囲にあり，尺度全体では 0.95 
と非常に高い値を示した．一般に，Cronbach の α 係数
が 0.8 以上であれば良好な内的一貫性を有するとされて
いる[18]．本尺度ではいずれの下位尺度においてもこの
基準を満たしており，各構成概念を安定して測定できて
いると考えられる．一方で，尺度全体の α が高値を示
したことは，項目内容の類似性が高い可能性も示唆して
おり，今後は項目数の削減や冗長性の検討が課題とな
る．構造的妥当性については，共分散構造分析の結果，
TAM に基づく単純構造モデルは CFI，TLI，SRMR にお
いて概ね良好な適合度を示した．これらの適合度指標は，

CFIおよびTLIが0.95以上，SRMRが0.08以下であれば良
好な適合度と判断されるとされている[19]．RMSEA は
やや高い値を示したが，サンプルサイズが限定的である
ことや，測定誤差を含むモデル構造の影響を受けた可能
性が考えられる．Bentler and Chou（1987）[17]が指摘
するように，サンプルサイズが限られる場合には理論的
に明確で単純なモデルを採用することが重要であり，本
研究のモデル構成は実務的には妥当であると判断した．
構造パスの検討では，PEOUからPUへのパス，および

PUからAT，ATからBIへのパスにおいて，それぞれ有意
な正の影響が認められた．一方，PEOUからATへの直接
的な影響は有意ではなかった．これらの結果から，本教
材においては，PEOUがATやBIに直接影響するのではな
く，PUを介して間接的にATおよびBIへ影響を及ぼす構
造であることが示唆された．災害は発生時期を予測する
ことが困難であり，防災教育教材は平時からの備えとし
て活用されることが前提となる．そのため，教材が「使
いやすい」と知覚されるだけでは，利用への態度や行動
意図を十分に喚起することは難しく，教材が実際に役
立つと知覚されること（PU）が，教材の価値を決定づ
ける重要な要因であると考えられる．本研究の結果から，
防災教材の設計・評価において，有用性の知覚を高める
工夫が不可欠であることを示している．

2．やさしい日本語と語彙難易度のずれ
本研究では，外国人を含む多様な対象者への適用を想
定し，やさしい日本語を意識した尺度開発を行った．し
かし，本調査の回答者の多くは日本語母語話者であり
（91.5％），日本語能力が高い対象者が中心となってい
た．日本語母語話者が多数を占めるサンプル構成であっ
たことから，尺度項目の理解可能性に関する問題が顕在

PEOU

BI

AT

PU

Q4

Q3

Q6

Q5

Q8

Q7

Q2

Q1
0.84***

0.88***

0.84***

0.87***

0.86***

0.89***

0.92***

0.83***

1.04***

0.88***0.98***

図　技術受容モデル（TAM）に基づく教材評価の共分散構造モデル

PEOU：Perceived Ease of Use（知覚された使いやすさ），PU：Perceived Usefulness（知覚され
た有用性），AT：Attitude toward Using（利用に対する態度），BI：Behavioral Intention to Use（利
用への行動意図）。
図中の数値は標準化パス係数を示す。
* p<0.05 ** p<0.01 *** p < 0.001
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化しにくく，結果として尺度の評価が日本語母語話者の
認知傾向に影響を受けている可能性も考えられる．尺度
で測定する概念は，知覚された有用性や態度といった抽
象的・評価的な概念であり，行動を直接表す具体的表現
に比べて，使用可能な語彙や表現が本質的に制約される
という課題があった．「やさしい日本語」は単に語彙や
文法を簡易化するものではなく，情報の取捨選択や提示
方法を含めたコミュニケーション全体の設計が重要であ
る[11]．
特に抽象概念や評価概念については，限定された語彙
のみで正確に表現することには限界がある．そのため，
本尺度では一部に日本語能力試験（Japanese Language 
Proficiency Test）N1 ～ N3レベルに相当する語彙を含ま
ざるを得なかった．特に，PUに含まれる「災害時の対
応が効率的になる」「災害時の対応の質が上がる」といっ
た項目は，語彙の難易度に加え，効率性や質といった抽
象的評価概念を含む表現であり，理解の負荷が高い可能
性がある．行動レベルの具体的表現への置き換えも検討
したが，項目数の増加や解釈の個別化を招き，尺度とし
ての簡便性および汎用性が損なわれると判断し，原表現
を維持した．ただし，やさしい日本語の専門家からは，
これらの表現について具体例や補足説明を併記すること
が望ましいとの指摘を受けている．一方，本調査では日
本語能力の比較的高い対象者が多かったため，尺度項目
の文言に関する問い合わせは認められなかった．しかし，
ATに含まれる「この教材を使うことは良いことだと思
う」「この教材を使うのが好きである」といった評価的・
感情的表現については，日本語母語話者から意味理解に
は支障がないものの，表現としてやや違和感があるとの
意見が寄せられた．やさしい日本語を志向した結果，表
現が直接的・明示的になることで，母語話者にとっては
不自然に感じられる場合があり，この点は多言語・多文
化環境で使用する尺度における表現設計の難しさを示す
結果といえる．
今後は，抽象度の高い語彙や評価的表現について，図

やイラストによる視覚的補足，簡潔な語彙説明の付加な
ど，文意を損なうことなく理解を支援する工夫が求めら
れる．

3．本研究の限界と今後の展望
本研究にはいくつかの限界がある．
第一に，本研究は横断的調査に基づくものであり，教

材の継続的な使用や学習成果への影響を直接的に検証し
たものではない．また，尺度の安定性を評価するための
テスト・リテスト信頼性の検討や，防災教材評価に関す
る既存研究の多くが質的評価を中心としていることから，
併存妥当性の検討は行っていない．本尺度によって測定
された評価が，実際の教材利用行動や学習効果の向上に
つながるかについては，今後，縦断的研究を通じた検証
が必要である．
第二に，本研究のサンプルサイズは限定的であり，そ

の影響としてモデル適合度指標の一部（RMSEA）が高
値を示した可能性が否定できない．今後は，より大規模
なサンプルを用いた検証を行い，モデル適合度および因
子構造の安定性を再確認することが望まれる．
第三に，本研究で評価対象とした防災教材は，ワード
レスダイアグラムによって構成されている．このような
教材は言語能力に依存しにくい特徴を有するため，留学
生や特定技能外国人など，日本語能力や文化的背景の異
なる学習者においても，理解しやすい教材となる可能性
がある．そのため，本研究で得られた教材評価には，こ
うした教材特性が影響している可能性も否定できない．
一方で，言語に依存しない視覚情報は，学習者の文化的
背景や過去の経験により解釈が異なる可能性があり，意
図しない誤読が生じるリスクも指摘されている[20]．そ
のため，学習者が教材の意図を正確に理解していない場
合でも，「わかりやすい」「役に立つ」といった主観的評
価が高くなる可能性があり，教材の受容性と客観的な理
解度が必ずしも一致しない可能性がある．また，本研究
では他の防災教材形式や教育媒体への適用可能性につい
ては十分に検討できていない．今後は，異なる教育分野
や教材形式に本尺度を適用し，構造的妥当性や測定不変
性を検証することで，尺度の汎用性をさらに明らかにし
ていく必要がある．さらに，本尺度による主観的評価に
加え，ワードレスダイアグラムの内容理解を客観的に測
定する理解度テストなどを併用することで，教材の受容
性と理解度の関係を検証していくことが今後の課題であ
る．
第四に，本研究ではやさしい日本語を意識して尺度を
作成したものの，一部に比較的高い語彙レベルの語が含
まれていた．今後は，視覚的補足や語彙説明を併用する
ことにより，より多様な日本語能力レベルの学習者に適
用可能な尺度へと改良していくことが期待される．

V．結論

本研究では，TAMを理論的枠組みとして，教育教材
の受容性を評価する尺度を開発し，その信頼性および構
造的妥当性を検討した．その結果，本尺度は高い内的信
頼性を示し，共分散構造分析においても概ね妥当なモデ
ル適合度が確認された．構造パスの分析からは，教材の
有用性が態度形成に重要な役割を果たし，それが利用意
図へとつながる構造が支持された．一方で，知覚された
使いやすさは態度に直接影響しなかった点は，本教材が
直感的・視覚的理解を重視した特性を有していることを
反映している可能性がある．本尺度は特定の防災教材を
対象として検証されたものであるが，測定している構成
概念は教材一般に共通するものであり，今後は他の教育
分野や教材形式への適用を通じて，その汎用性をさらに
検証していくことが求められる．
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